私法規律の構造4 -改正契約債権法の基本的規律構造（4）- by 伊藤,進









































































































































































































































































































































































































場合（第 35、4⑴第 2文）と同様に履行請求権の限界事由（第 9、2）の一般原則
に委ねることとしている。















中間試案第 40、2⑷は現行民法 638条 1項の削除を提案する。土地の工作物で
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要綱案のたたき台（部会資料 75A）では、第 5、請負 2 仕事の目的物である
土地工作物が契約の趣旨に適合しない場合の請負人の責任の存続期間の規律であ
る現行 638条を削除すると提案している。そして、現行民法 638条 1項について
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法 639条の削除については、売買の担保責任の期間制限（第 30の 7⑴）と同様の
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(20)最判平成 14・9・24判例時報 1801号 77頁。
(21)部会資料 75A 37頁。








































































































































き。イ 第 35の 1の規定（請負）は、委任事務の履行により得られる成果に対し
て報酬を支払うことを約した場合について準用する。」と規律することを提案し、
24
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である（山本敬三―民法（債権関係）部会資料 75B 第 2「契約の解釈」に関する意見書
5頁）として、「契約の趣旨」ルールの解釈と解釈準則の関係を指摘している。
(3)商事法務編・前掲書 328頁、329頁。
(4)商事法務編・前掲書 399頁。
(5)商事法務編・前掲書 434頁。
(6)中田裕康「民法（債権関係）改正の総括と今後の展望」明治大学法科大学院（民法（債権
法）改正の動向寄付講座～改正要綱仮案を踏まえて）19頁。
(7)内田貴・民法Ⅲ［第 3版］債権総論・担保物権（東京大学出版会・2005年）14頁、15頁。
(8)加藤雅信・迫りつつある債権法改正（信山社・2015年）48頁。
(9)民法（債権関係）部会第 93回審議会議事録 49頁（岡委員）参照。
（明治大学名誉教授）
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